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Ⅰ．再生可能エネルギーにおける風力発電の位置づけ 

１ 再生可能エネルギーの導入意義 

「再生可能エネルギー源」については、エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の

利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律（エネルギー供給構造高度化法）

において、「太陽光、風力その他非化石エネルギー源のうち、エネルギー源として永続的に利用

することができると認められるものとして政令で定めるもの」とされており、政令において太

陽光、風力等のエネルギー源が定められている。また、「新エネルギー利用等」については、新

エネルギー利用等の促進に関する特別措置法（新エネルギー法）において、「石油代替エネルギ

ーの開発及び導入の促進に関する法律第二条に規定する石油代替エネルギーを製造し、若しく

は発生させ、又は利用すること及び電気を変換して得られる動力を利用することのうち、経済

性の面における制約から普及が十分でないものであって、その促進を図ることが石油代替エネ

ルギーの導入を図るため特に必要なものとして政令で定めるもの」とされており、政令におい

て太陽電池の利用や風力の発電利用が定められている。 

このような法律上の位置付けも踏まえると、再生可能エネルギーとは、図Ⅰ.1-1 に示すよう

に分類され、風力発電は再生可能エネルギー及び新エネルギーの発電分野に属する。なお、再

生可能エネルギー及び新エネルギーには分類されていないが、革新的なエネルギー高度利用技

術としてその普及を図ることが特に必要であるとされているものに、クリーンエネルギー自動

車、天然ガスコージェネレーション、燃料電池等がある。 

 

 
＊1：中小規模水力発電は未利用水力を利用する 1,000kW 以下、地熱発電はバイナリー式＋に限定 

  ＊2：新エネルギーとされていないが、再生可能エネルギーの普及、エネルギー効率の飛躍的向上、エネルギー

源の多様化に資する新規技術であって、その普及を図ることが特に必要なもの 

図Ⅰ.1-1 再生可能エネルギーおよび革新的なエネルギー高度利用技術の構成 

（資源エネルギー庁,2006）＊ 

                                                                                                                                                               
＋ バイナリー式：地下から取り出した蒸気・熱水で、水より沸点の低い液体（ペンタン等）を加熱・蒸発させ、

その蒸気でタービンを回す方式である。加熱源系統と媒体系統の 2 つ（binary）の熱サイクルを利用して発電

する。 
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 REN21（2013）は、再生可能エネルギーの普及見込みに関して様々な機関や団体が発表し

た 50 余りのシナリオを取りまとめ、世界のエネルギー供給に占める再生可能エネルギーの割

合を以下の 3 つに分類している。 

●高位のシナリオ：50-95%（国際環境 NGO グリーンピースや地球環境行動会議が 2012

年に発表したシナリオで、2050 年までの目標） 

●中位のシナリオ：30-45%（国際エネルギー機関による ETP2012 の予測で、これは IPCC

（気候変動に関する政府間パネル）がまとめた気候変動を緩和するためのシナリオで、

2050 年までの目標） 

●低位のシナリオ：15-20%（国際エネルギー機関やエクソンモービル社のシナリオで、

2035 年～2040 年までの目標） 

 

高い普及率のシナリオを実現する鍵は、家庭・産業・交通の全ての部門で、エネルギーの無

駄をなくし、エネルギー需要の増加をどのくらいに抑えるかにある（水谷編,2014）。 

我が国のエネルギー需給構造は、エネルギー消費が伸びている中にあって、エネルギー資源

の大部分を海外からの化石燃料に依存しており、安定したエネルギー供給にはほど遠い状況に

ある。また地球温暖化問題に対する世界的な対応が求められる中、温室効果ガスの大半をエネ

ルギー起源の二酸化炭素が占める我が国にあっては、低炭素社会の実現に向けて一層の抑制・

低減が求められている。 

そのような状況下において、再生可能エネルギーの導入には以下に掲げる主に 4 つの意義が

あり、その普及はエネルギー安全保障、地球環境への貢献のみならず、裾野の広い産業への発

展の可能性をはらんでいる。 

 

ⅰ エネルギーの安定供給 

国産のエネルギーである再生可能エネルギーの導入によって、エネルギーの安定供給が図ら

れる。また、海外から輸入するエネルギー資源の依存度が低くなるため、エネルギーセキュリ

ティも向上する。 

 

ⅱ 二酸化炭素（CO2）排出量の削減 

二酸化炭素に代表される温室効果ガスの実効性の高い削減策として「再生可能エネルギー」、

「原子力エネルギー」および「CCS＊を伴う火力発電」の 3 つの柱が掲げられ（＊:火力発電所

から排出される燃焼ガス中の二酸化炭素（C）を捕獲（C）し、地中深く貯留（S）する技術）、

これらの低炭素エネルギーの比率を 2050 年までに今の 3-4 倍に高めることにより、今世紀末

の気温上昇を産業革命前に比べて 2℃未満に抑えられる可能性が高いとされている。なお、2℃

未満の上昇であれば悪影響の度合いが受容可能な範囲に収まるため、国際的な合意と整合した

目標となっている。 

 

ⅲ 産業振興・雇用促進 

再生可能エネルギーに関わる技術は、電気製品、素材、住宅等の幅広い産業が関係する技術

であり、新技術や商品の開発過程において新規市場や雇用の創出につながる（資源エネルギー
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庁,2007）。大型風車は、1-2 万点の部品による量産組立製品で労働力と多様な部品産業が必要

であることから（図Ⅰ.1-2）、風力発電は再生可能エネルギーの中でも、その導入拡大によって

相当の経済効果が見込まれる発電方式である（豆知識Ⅰ.1-2、参照）。 

参考までに、IRENA（2016）は、2015 年に世界の風力発電産業で 108.1 万人の雇用が創出

されたことを発表している（再生可能エネルギー全体では 810 万人）。 

 

ⅳ その他 

再生可能エネルギーは、送電時のエネルギー損失の低減、災害等の緊急時に自立型電源とし

て活用できる等、分散型エネルギーシステムとして利点がある他、電力の負荷平準化（ピーク

カット効果）も期待できる（資源エネルギー庁,2007）。2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大

震災を踏まえて、地域自立型のエネルギーである再生可能エネルギーへの期待は高まっている。 

 

 

図Ⅰ.1-2 風車の主要なコンポーネントメーカー（前田,2013) 

 

なお、2014 年 4 月 11 日に閣議決定された第 4 次エネルギー基本計画では（豆知識Ⅰ.1-1、

参照）、再生可能エネルギーの積極的な推進がうたわれている。また、2015 年 7 月に示された

長期エネルギー需給見通しでは、再生可能エネルギーの最大限の導入拡大がうたわれている。

2030 年度の総発電電力量のうち再生可能エネルギーは 22-24%を担い、風力発電は総発電量の

1.7%を占めるとされている。2030 年度における風力発電の導入見込み量は、表Ⅰ.1-1 のよう

に陸上風力で 918 万 kW、洋上風力で 82 万 kW、合計 1,000 万 kW とされている。 

 

  

三菱重工業 日本製鋼所
日立製作所 駒井ハルテック
ｼﾝﾌｫﾆｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰ ゼファー
ニッコー 那須電機鉄工など

風車本体組立

石橋製作所
セイサ コマツ
オーネックス
ネツレンなど

増速機

ナブテスコ
住友重機械
豊興興業 曙ブレーキ
コマツ 日本ロバロなど

機械装置

日立製作所
三菱電機
東芝
明電舎
ｼﾝﾌｫﾆｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰなど

発電機

日本製鋼所
日本鋳造など

鉄鋼・鋳物

東レ
三菱レイヨン
東邦テナックス
クラレ
日本ユピカ
昭和高分子
大日本インキ
日本冷熱
旭ガラス
日本電気硝子など

材料

三菱重工業
日本製鋼所
GHクラフトなど

ブレード

川崎重工業
日本ムーグなど

油圧機器 ジェイテクト
NTN
日本精工など

軸受

富士電機
利昌工業など

変圧器

日立製作所
三菱電機
東芝
ＴＭＥＩＣ
富士電機
安川電機
明電舎
フジクラなど

電気機器
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表Ⅰ.1-1 2030年度における風力発電の導入見込み量（経済産業省,2015） 

 

 

 

【豆知識Ⅰ.1-1】 

●第 4 次エネルギー基本計画における再生可能エネルギーに関する記述 

・再生可能エネルギーは重要な低炭素の国産エネルギーである。 

・再生可能エネルギーは 2013 年度から 3 年程度、導入を最大限加速し、その後も積極的に推

進する。 

・再生可能エネルギーの関係閣僚会議を創設し、政府の司令塔機能を強化する。 

・再生可能エネルギー・省エネルギー技術、原子力などのインフラの国際展開を推進する。 
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【豆知識Ⅰ.1-2】 

「日本における風力発電関連機器産業の現状」 

●売上高等 

2009 年度から 2013 年度まで減少傾向にあった。その理由は「2008 年のリーマン・ショッ

クによる世界的な不況」、「固定価格買取制度の施行（2012 年 7 月）に伴う建設補助金制度

の廃止」等により風車の導入が進まなかったことに起因する。しかし環境影響評価が終了し

た事業が増えてきたため、2014 年度には、2012 年度と同程度まで回復している。 

 

●2014 年度における産業統計の特徴 

 ・国内の風車産業の売上高・国内生産量は 1,036 億円と、2012 年度と同程度まで回復。 

 ・国内の生産・売上高の約 27%が風車本体、残りの約 73%が風車部品。 

・海外の生産高は風車部品のみ。 

 ・大形風車では、国内の生産・売上高の 4.3%を海外に輸出。 

 ・大形風車では、購入部品額に対する海外調達額の割合は 55.2%。 

→この割合が少ないほど国内から部品を調達していることになり、二次波及効果が大き

くなる。 

 

「大形風車の資金の流れ」 

 

 

「データの出典」 

・財団法人機械振興協会経済研究所（2011)：風力発電関連機器産業に関する調査研究報告書 

・一般社団法人日本産業機械工業会（2012)：風力発電関連機器産業に関する調査研究報告書 

・一般社団法人日本産業機械工業会（2013)：風力発電関連機器産業に関する調査研究報告書 

・一般社団法人日本産業機械工業会（2014)：風力発電関連機器産業に関する調査研究報告書 

・一般社団法人日本産業機械工業会（2015)：風力発電関連機器産業に関する調査研究報告書 

・一般社団法人日本産業機械工業会（2016)：風力発電関連機器産業に関する調査研究報告書 

 

 

 

 

 

 

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 備　　考

75 72 57 68 59 64

92 89 67 76 72 69

3,097 2,460 2,279 3,313 2,969 3,537

風力発電機本体 156,252 81,020 76,202 71,905 8,468 28,375

風車部品等 95,082 72,975 35,579 32,062 45,755 75,210

合計 251,334 153,995 111,781 103,966 54,222 103,585

風力発電機本体 ― 79 0 6 0 0

風車部品等 ― 54,249 17,152 12,598 1,273 6,858

合計 ― 54,328 17,152 12,604 1,273 6,858

― 208,323 128,933 116,570 55,495 110,443

対象年度

参加企業数(社) ・風車：マイクロ風
車、小形風車、中形風
車、大形風車を全て含
む集計値
・風車部品等：ブレー
ド、ロータハブ、制御
盤、軸受、発電機、タ
ワー等の集計値

国内工場数（箇所）

風力関係従業員数（人）

売上高・国内生産量
（百万円）

海外生産量分
（百万円）

総合計（百万円）

対象年度

風車工場数(箇所）

風車就業員数(人)

風車売上高(百万円)

海外出荷額（百万円） 125,783 82.5% 59,694 74.7% 65,960 87.1% 63,410 88.5% 0 0.0% 1,190 4.3%

購入部品額(百万円) 97,214 63.7% 54,332 68.0% 51,266 67.7% 48,486 67.7% 5,716 72.6% 21,745 79.3%

海外調達額(百万円) 52,643 54.2% 24,679 45.4% 26,173 51.1% 24,916 51.4% 2,911 50.9% 12,005 55.2%

　　 海外調達額の百分率は購入部品額に対する割合を示す。

2013年度

4

254

7,875

2014年度

4

320

27,438

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

7 7 4 4

903 650 500

注)　海外出荷額と購入部品額の百分率は風車売上高に対する割合を示す。

460

152,510 79,900 75,700 71,638
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２ 風力発電の優位性 

 我が国の 2016 年度の発電電力量のうち、再生可能エネルギーの占める割合は 14.5%（水力

を除く再生可能エネルギーは 6.9%）となっている。これは、水力を除く再生可能エネルギーの

割合が 30%以上を占めるスペイン、ドイツと比較して、低い水準にある。 

 前項で示したように、我が国のエネルギー供給、地球環境等、エネルギーを取り巻く情勢は

逼迫しており、再生可能エネルギーの導入促進に大きな期待が寄せられている。このようなエ

ネルギーを取り巻く状況下にあって、政府は 2012 年 7 月に固定価格買取制度を設けて、太陽

光・風力・水力・地熱・バイオマスについて電気事業者に国が定めた調達価格・調達期間での

再生可能エネルギー電気の調達を義務付けることとした。固定価格買取制度を定めた法律を「電

気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（以下、再生可能エネルギ

ー特別措置法）」という。 

 再生可能エネルギー特別措置法の施行により固定価格買取制度の導入前（2012 年 6 月末ま

で）までの再生可能エネルギー累積設備導入量は約 2,060 万 kW であったが、導入後の 2012

年 7 月から 2017 年 9 月末までに新たに運転が開始された設備導入量は約 3,907 万 kW で、制

度開始前と比較して導入量が 2 倍以上になっている。中でも、太陽光発電（非住宅）の導入量

が顕著で、制度開始後の導入量は太陽光が 9 割以上を占めている。 

 世界における一次エネルギー消費の予測によれば、再生可能エネルギーは導入量及び全エネ

ルギーに占める割合ともに増えていくと予想されている（図Ⅰ.2-1）。また、IEA は世界の再生

可能エネルギーによる発電量に関する導入予測を公表している（図Ⅰ.2-2;図Ⅰ.2-3）。それによ

れば、2040 年には、総設備容量が 40 億 kW（4,000GW）超、発電電力量が 10 兆 kWh（1,000

万 GWh）に近づき、総発電電力量に占める再生可能エネルギーの割合は 2040 年には 40%に

達するという予測になっている。ここで注目されるのは、再生可能エネルギーの中でも風力発

電が大きな割合を占めていることである（豆知識Ⅰ.1-3、参照）。 

 

  
図Ⅰ.2-1 世界の一次エネルギー消費の傾向と予測（BP energy economics,2018） 
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図Ⅰ.2-2 世界の再生可能エネルギーによる設備容量の予測 

（三菱総合研究所,2018  データ IEA2017資料） 

 

  

図Ⅰ.2-3 世界の再生可能エネルギーによる発電電力量の予測 

（三菱総合研究所,2018  データ IEA2017資料） 

 

再生可能エネルギーの中で変動電源である風力発電と太陽光発電を取り上げ、我が国におけ

るコストデータ等から経済性、効率性および環境性について比較検討した（表Ⅰ.2-1）。風力発

電と太陽光発電（10kW 以上あるいは非住宅）の建設コストは、近年の太陽光発電の大幅なコ

スト低減により概ね同じレベルにあること、2016 年時の発電原価は風力発電の方が太陽光発電

に比べて安価であるが、2020 年の非住宅用太陽光発電原価の目標値は風力発電とほぼ等価とな

っていることが分かる。一方、風力発電と太陽光発電の設備利用率を比較すると、風力発電の

方が約 10%大きな値であることが認められる。 

以上より、風力発電は太陽光発電に比べて発電原価が低廉で、設備利用率も高いことから、

経済性、効率性及び環境性の面で優位であると言える。 
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表Ⅰ.2-1 風力発電と太陽光発電の経済性・効率性・環境性に係る指標の比較 

 

 

世界の風力発電の年間導入量は、2023 年には 75,000MW（7,500 万 kW）を超えると予想さ

れており（図Ⅰ.2-4）、累積導入量は 900,000MW（9 億 kW）に達する。図Ⅰ.2-4 に示されて

いるように、洋上風力発電も、毎年着実に導入が進むものと思われる。次章以降では、着床式

洋上風力発電について取りまとめる。 

 

発電原価

出典) *１：資源エネルギー庁(2016.11):電源種別（太陽光・風力)のコスト動向等に
　　　　　ついて.調達価格等算定委員会(第25回配布資料）

　　  *3：日本風力発電協会(2016.10):風力発電の今後の買取価格等について.
　　　　　調達価格等算定委員会(第24回配布資料）

　　  *2：太陽光発電競争力強化研究会(2016.10):太陽光発電競争力強化研究会報告書

     　　    14％
*1 

(平均値)
//////   　  (10kW以上全体)
//////  　  （2016年想定値)
///・・・・・・
:::::【参考：2014年7月-2016年6月】

・13.5-13.8%*1 (10kW以上全体)

・14.6-15.1%
*1
 (1,000kW以上全体)

・14.6-15.0%*1 (1,000kW以上-2,000kW以下)

・15.2-16.3%*1 (2,000kW以上)

24.6%*2

（東北）

22.0%*2

（その他の地域）

25.1万円/kW
*1
 (平均値)

(10kW以上)
(2016年度通年:想定値)

13.9円/kWh*1

(2016年)

19.2円/kWh*2（100円/1＄）
（2016年）

14円/kWh*2（非住宅用）
（2020年目標）

24円/kWh*2（住宅用）
（2019年目標）

設備利用率

24.9%*2

（北海道）

13.4％
*1

(10kW未満)
（2016年年報データ:平均値・中央値)

項　目 風力発電 太陽光発電

建設コスト

29.5万円/kW*1 (平均値)
(7,500kW以上)

(2012年7月-2016年6月)

36.7万円/kW*1 (平均値)
(10kW未満)

(2016年1-9月)

28.2万円/kW*1　(中央値）
(7,500kW以上)

（2012年7月-2016年6月)

35.4万円/kW*1 (平均値)
(10kW未満)

(2016年7-9月)

28.9万円/kW*1 (平均値)
(非住宅用)
(2016年)

26.3万円/kW
*1 

(中央値)
(7,500kW以上)

(2016年)
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図Ⅰ.2-4 世界の風力発電市場の過去から未来（BTM,2014）  
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【豆知識Ⅰ.1-3】 

●IEA 加盟国における電力需要量に対する風力発電電力量の割合（2015 年末） 

・日本は 22 カ国中第 20 位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●風力電力を供給力に算入（毎日新聞：2013 年 10 月 9 日より） 

経済産業省は、2013 年冬季から風力発電による発電電力量を電力供給力として位置づけることを決

めた。これまで風向・風速の変動により発電電力量が不安定であるとの理由で、従来は風力発電を供

給力に含めていなかったが、再生可能エネルギーの推進方針を踏まえ、電力供給の「担い手」とした。 

これにより、最大電力需給に対する電力会社の余剰供給力の指標である「供給予備率」に対する風

力発電の寄与は 9 電力全体ではわずかだが、冬の厳しい北海道では従来の 6.9%から 7.2%程度に上が

ることとなる。 

 

●世界における再生可能エネルギーの累積設備容量のベスト 5（2015 年末） 

・日本はバイオマス発電で 5 位、太陽光発電で 3 位。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バイオマス
発電

地熱
発電

水力
発電

太陽熱
発電

太陽光
発電

風力
発電

1 アメリカ アメリカ 中国 スペイン 中国 中国

2 中国 フィリピン ブラジル アメリカ ドイツ アメリカ

3 ドイツ インドネシア アメリカ インド 日本 ドイツ

4 ブラジル メキシコ カナダ モロッコ アメリカ インド

5 日本 ニュージーランド ロシア 南アフリカ イタリア スペイン

出典：Renewable Energy Policy Network for the 21st Century(REN21)(2016):Renewables 2016, Global Status Report.

順
　
　
位

再生可能
エネルギー

順　位 1 2 3 4 5 6 7 8

国　名 デンマーク ポルトガル アイルランド スペイン ドイツ スウェーデン イギリス オーストリア

需要電力に対する風力発
電電力量の割合(%)

42.0 23.0 22.8 19.5 14.7 12.2 11.9 8.7

順　位 9 10 11 12 13 14 15 16

国　名 ギリシア ベルギー オランダ アメリカ カナダ イタリア フランス 中国

需要電力に対する風力発
電電力量の割合(%)

7.1 6.7 6.3 5.1 5.0 4.6 4.2 3.3

順　位 17 18 19 20 21 21

国　名 メキシコ フィンランド ノルウェー 日本 韓国 スイス

需要電力に対する風力発
電電力量の割合(%)

3.2 2.8 1.9 0.6 0.2 0.2

需要電力に対する風力発電電力量の割合(2015年）

　データ：IEA Wind(2016): 2015 Annual Report
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